
JSPO加盟団体における
女性リーダーに関する簡易調査

調査結果（速報版）
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令和6年3月7日



調査目的 女性リーダーがますます活躍するスポーツ界の実現を目指し、

女性役員などを取り巻く現状把握と課題抽出を目的とする。

調査期間 令和６年１月16日（火）から２月２日（金）

調査対象 公益財団法人日本スポーツ協会に加盟する126団体

【加盟内訳】

中央競技団体61団体、都道府県体育・スポーツ協会47団体、

関係スポーツ団体8団体、準加盟団体7団体、承認団体3団体

調査方法 WEBフォームおよびメールの併用によるアンケート調査

調査実施者 公益財団法人日本スポーツ協会

一般社団法人ＳＤＧｓ in Sports

調査協力 三倉茜、竹澤美都（順天堂大学）
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今回の調査はJSPOが毎年内閣府の依頼により実施してきた加盟団体役員の

男女比調査（＊）に加え、さらに詳しく女性の参画状況を把握するため、

一般社団法人SDGs in Sportsと連携して、上記期間において

全加盟団体126団体に簡易調査を実施し、うち72団体より回答を得た

（簡易調査の回答率約57.1%＊）。

＊内閣府から依頼された同調査の回収率は100％

＊基準日：令和5年10月1日
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 JSPO加盟団体（正加盟・準加盟・承認団体の計126団体）の女性理事割合の全

体の平均は25.4%であり、昨年（22.1%）比で３．3ポイントの増加。

内訳として、中央競技団体（正加盟・準加盟団体の計68団体）が都道府県体育・

スポーツ協会より高い傾向にあり、30.2%（うち正加盟団体は30.3%、準加盟

団体が29.3%）と昨年（25.7％）比で4.5ポイント上昇した。

中央競技団体の男女比は、2019年にスポーツ庁が「スポーツ団体ガバナンス

コード＜中央競技団体向け＞（女性理事を40%以上に引き上げる目標）」を策

定して以降、継続して増加傾向にあるが、本年度初めて正加盟の中央競技団体

で30%を超えた。女性理事の割合が40％以上を超えた団体は126団体中22

団体であった（うち正加盟・準加盟の中央競技団体は68団体中16団体）。
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JSPO加盟団体における女性理事割合の平均値
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JSPO加盟団体における女性理事割合の推移
（加盟区分別）
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加盟区分別の女性理事の割合
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0%～20%未満
14団体(23.0%)

20%～40%未満, 
32団体(52.5%)

40％～60％未満, 
13団体(21.3%)

60％～80％未満, 
2団体(3.3%)

80％～100％, 
0団体(0.0%)

正加盟中央競技団体(N=61)
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32団体 (68.1%)
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14団体(29.8%)

40％～60％未満, 
1団体(2.1%)

60％～80％未満, 
0団体(0.0%)

80％～100％,
0団体 (0.0%)

都道府県体育・スポーツ協会(N=47)
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加盟区分別の女性理事の割合
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0%～20%未満,

1団体 (14.3%)

20%～40%未満,

5団体 (71.4%)

40％～60％未満,

1団体(14.3%)

60％～80％未満, 

0団体(0.0%)

80％～100％,

0団体 (0.0%)

準加盟中央競技団体(N=7)

0%～20%未満, 

5団体(62.5%)

20%～40%未満, 

1団体(12.5%)

40％～60％未満, 

1団体(12.5%)

60％～80％未満, 

0団体(0.0%)

80％～100％, 

1団体(12.5%)

関係スポーツ団体(N=8)
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加盟区分別の女性理事の割合
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40％～60％未満

3団体(100.0%)

承認団体(N=3)
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役員などの選定において女性の任用を行う際の課題
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【主な回答例】（回答団体の特定を避けるため、省略・補足等の一部改変を加えています）

○ 現状として、加盟団体の女性役員の絶対数が少なく、さらに選出枠の問題もあり、女性任用の機会が限定される。加
盟団体において女性役員の任用を促進することが、理事等の女性の任用数を増やすことに繋がると考えている。

○ 全体的にスポーツ団体の運営を担う女性が少ない現状の中、組織内に加盟団体を持つ構造上、加盟団体から選出さ
れる役員が中心となる当組織では、女性役員を任用する場合は外部からの人材に頼らざるを得ない。

○ 地域ごとの加盟団体からの選出において、各地域の団体自体に女性が少ないため選定の幅が限られてしまう。

○ 下部団体の役員に女性の占める割合が低いため、下部団体での人材育成が必要である

○ 適任者を見つけにくい。女子競技の歴史が浅いため選手ＯＧはちょうど育児期で、打診を断られてしまう。

○ 性別にかかわらず、人材不足である。特に、競技人口が少ないため、外部理事よりも競技経験者で理事に就任できる
人材を探すほうが困難である。

など

【回答の傾向】
本設問の回答（記述式）においては、「女性を任用したくとも、都道府県競技団体など加盟団体の組織に女性役員が乏し
いため推挙されてこない」旨の回答が約40.3％（29団体）を占めました。なお、それ以外の課題を挙げた回答は
13.9%(10団体)、残り45.8％(33団体)は無回答でした。
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役員選考基準の有無（N=72）
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理事選出の地方枠の有無(N=72)
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女性アスリート／女性スポーツ委員会の設置状況

（N＝７２）
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女性アスリート／女性スポーツ委員会以外で、

取組を行っている部署・担当者の有無（N=72／複数回答）
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正加盟NF 準加盟NF 都道府県スポ協 関係スポーツ団体 承認団体※無回答：２６団体

(団体)


